
代表取締役社長 田代 達生農林水産省 第１回情報発信会 (2025/11/13)

「公益を民が担う」社会にむけて

まちづくりは 財 源 開 発 か ら
ファンドレイジング

ま ち づ く り の セ ン タ ー ピ ン は財 源 開 発

ー公益を民がともに担う社会をつくる―

ファンドレイジング



自己紹介

＋

事業紹介
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田代 達生（たしろ たつお） 自己紹介

◆略歴
1976年生、岐阜県岐阜市出身
1995 東海高校卒
1999 京都大学文学部卒
1999 十六銀行入行 支店・本部勤務
2005 中小企業診断士登録
2016年度 中部経済産業局企画課 地域経済分析システム

（RESAS）普及活用支援調査員
2017 名古屋大学経済学研究科修士課程修了
2017/9 十六総合研究所 主任研究員 飛騨国サテライト

岐阜県飛騨地方をフィールドに、人口減少下における
ローカル経済を研究

2020/3 提言書『これからの地方を動かすメカニズム』発刊
2022/3 提言書『「女子」に選ばれる地方』発刊
2022/4 十六フィナンシャルグループのまちづくり会社

カンダまちおこし株式会社設立 代表取締役社長に就任

現在49歳 妻、長男（1２歳）との３人暮らし Facebook ↑
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◆現職
・カンダまちおこし株式会社 代表取締役社長
・NPO法人ORGAN（地域連携DMO）監事
・岐阜町若旦那会（岐阜歌舞伎保存会）
・岐阜県白川村 公民連携アドバイザー
・同 大野町 公民連携アドバイザー
・岐阜県中津川市観光局 CFO
・中日新聞「中日新聞を読んで」執筆委員
・NewsPicks プロピッカー
・内閣府 男女共同参画推進連携会議 有識者議員（2025/9～）
・岐阜県 SDGｓ推進会議 委員
・岐阜県 ぎふ森のある暮らし推進協議会 理事
・岐阜市 メディアコスモス運営委員

◆専門領域
・地域経済
・地方のジェンダーギャップ

■趣味はローカルグルメ探索・産業遺産探索・レトロゲーム・ジョギング・サウナ・お弁当作り

↑月１回、日曜朝刊の中日新聞に
こういうコラムを書いています
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まちづくりの”センターピン”は

財源開発です。

どれか一つが欠けても、
全体はうまく育ちません。

なかでもチョークポイント（要衝）と
なるのは、多くの場合、

財源。
私たちは、
金利も返済も配当も必要としない、
従来の金融にとらわれない「第３の金融」寄付を活用した、
まちづくりのはじめの一歩を応援する“新しい初期財源” の
かたちを提案し、まちづくりの“センターピン”をねらいます。

まちづくりは、
人材、財源、組織、計画の4つの要素を
連動させて大きく育てる
四面体のようなもの。



会社概要
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カンダまちおこし株式会社は “寄附の仲介” を専門領域とし、

まちづくり財源開発に特化して取り組んでいます。

応援的財源を創出し、自治体と民間の連携をつなぐ架け橋となります。

社名
代表者
開業
設立形態
資本金
株主
社員

十六FG 10番目の子会社“まちづくり会社”。
地方創生・地域活性化に資する、金融以外の事業を営むため

銀行業高度化等会社（他業認可）としての許認可を得て

設立しました。

カンダまちおこし株式会社
代表取締役社長 田代達生
2022年4月1日
他業銀行業高度化等会社
8,000万円
十六フィナンシャルグループ 100%
常勤 5名（取締役１名、正社員4名 ※1名育休中）



ミッション、ビジョン
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MISSION

地域資源を使って稼ぐ力を高め、

稼いだマネーが域内を循環し、

連続的に地域課題を解決していく仕組み。

経済のないところに持続可能性はありません。

当社はいろんな地方の当事者となり

各地が自走できる経済をおこします。

経済をおこす

ローカルにまわる 

VISION

未来の持続可能な社会のあり方は、

中央から与えられるものではなく、

分散した地方から創り出されるべきものです。

地方がおもしろくなるクリエイティブな

社会デザインをおこし、

地方に引力をとりもどします。

引力をおこす

地方がおもしろくなる  



当社の事業展開
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観光まちづくりの要である財源開発に関する専門的な助言を行います。法定外税（宿泊税等）、協力金等の課金
システムづくり、地域再生を図る施設やインフラ投資のプロジェクト伴走と財源戦略策定を得意とします。

東海３県に特化したローカル・クラウドファンディング・プラットフォーム。
地域の課題解決を図り、社会にインパクトを生み出す事業者の資金調達をサポートします。

企業版ふるさと納税を活用して、企業が自治体と連携してまちづくりに参画することを通じ、
「民が公益をともに担う」社会づくりを目指します。

ふるさと納税の本来の趣旨に沿った情報サイト。岐阜県42市町村の返礼品情報を網羅し、
「クラウドファンディング型ふるさと納税」全国初の合算表示機能を搭載しています。

財 源 開 発 ア ド バ イ ザ リ ー

PRID ES
観 光 地 域 づ く り コ ン サ ル テ ィ ン グ

ク ラ ウ ド フ ァ ン デ ィ ン グ ポ ー タ ル

OC OS

企 業 版 ふ る さ と 納 税 マ ッ チ ン グ

C oLoRs ・ I T E M s

“ ぎ ふ “ で つ な が る 、 共 感 型 ふ る さ と 納 税 メ デ ィ ア

ぎふち ょく 🄬

まちづくり

財源開発コンサルティング

まちづくり

財源開発ソリューション

Fundraising  Consulting

Fundraising  Solutions



当社の設立３年間の財源開発実績
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21 39 6414
65

223

36

198

2022年度 2023年度 2024年度

35百万円

104百万円

５２１百万円

※OCOS, CoLoRs, ITEMsは寄付総額全額、
ぎふちょくはふるさと納税による寄附総額の40%を
実績として表示

企 業 版 ふ る さ と 納 税 マ ッ チ ン グ

C oLoRs ・ ITEM s

ク ラ ウ ド

フ ァ ン デ ィ ン グ

OC OS

岐 阜 ふ る さ と 納 税 ポ ー タ ル

ぎふち ょく
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ローカルクラウドファンディング「OCOS」（オコス）    www.oco-s.jp

➢岐阜・愛知を伸ばす
ビジネスの芽を興す。

➢まちを輝かせる創業者たちの
事業に火を熾す。

➢社会を変える連続的な
課題解決の波を起こす。



CoLoRs
Company Local Relationship ーカラーズー

企業版ふるさと納税を活用して、企業(Company)と地方
(Local)の関係性(Relationship)を構築し、企業と地方双方
の持続的な発展と課題解決を支援する寄附プロクラ゙ムてず。

地方公共団体の地方創生プロシェ゙クトに寄付をする上で、寄付企業と寄付先の
自治体との地縁やゆかりを可視化し、企業が寄付する意味を付与しています。支
店インフラを活用して寄附候補企業を探索し、寄附企業に対する制度の紹介・案
内などを行っています。

企業版ふるさと納税マッチング

市 町 村 か ら 企 業 に ア プ ロ ー チ す る

「 逆 指 名 型 」 の プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

企業

当社

自治体

社会やSDGsに貢献したい
地域と関係を深めたい

企業版ふるさと納税を活用し、
地域課題解決を進めたい

ふるさと納税支援事業

https://www.kanmachi.co.jp/colors/

https://www.kanmachi.co.jp/colors/


企業版ふるさと納税

実績（2025年9月末日現在）

寄附件数 寄附額

237
件

446
百万円

契約自治体

54
自治体

感謝状贈呈式（例）

企業版ふるさと納税とは

企業版ふるさと納税とは、地方公共団体の地方創生プロシェ゙

クトに対して企業か寄゙附をおこなった場合に、法人税から税額

控除する仕組みてず。つまり、企業はこの仕組みを利用して地

方に直接貢献する新しいマネーの流れを生み出し、地域の持続

的な発展と課題解決を支援できます。

岐阜県 下呂市



寄附仲介額

12

26,500

146,050

22,300 

45,500
1,900

33,235

4,224 

21,030

13,900 

4,800 

16,600 
21,300 22,700 21,970 

29,350 28,400 

179,285 

26,524 

81,530 

4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q

2022 2023 2024 2025

グラフ タイトル

CoLoRs（金銭寄附）

ITEMs（物品寄附）

2022年度

13.9百万円

2023年度

65.4百万円

2024年度

259.0百万円

運営開始からの累計 446.3百万円

2025年度

108.1百万円



白川村
〇観光庁「サステナブルな観光に資する好循環
の仕組みづくり モデル事業」(2023)

岐阜市
・長良川温泉・岐阜城下町エリア

観光庁「高付加価値化補助金」採択
(2021～2022)

・岐阜市「旧いとう旅館利活用」事業サポート
・日本遺産戦略検討ワーキンググループ委員

中津川市
・中津川市観光局 CFO受託（２０２２～）
・付知峡不動滝駐車場に協力金箱を設置
（2024)

・苗木城の駐車場の有料化に向けた実証実験
（２０２２）→２０２５年度より一部有料化

高山市
・法定外税（宿泊税）導入調査事業（２０２２）
・宿泊税検討PT アドバイザー（２０２３～）
⇒2024年12月議会承認、25年10月導入
・経済政策アドバイザー(～2023）

関・モネの池
駐車場有料化に向けた協力金の
実証実験(2023/5)

奥飛騨（松本・高山ビッ
グブリッジ構想）
中部山岳国立公園パー
トナーシップに
十六FGが参画（2023）

郡上市白鳥町
白鳥振興プロジェクト アドバイザー(2023)

観光地域づくりコンサルティング（主に財源開発コンサルティング）
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わたしたちの考える「まちづくり」
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第３の金融「寄付」の仲介業として、全国初の事業化を目指す！

負債性
Debt Finance

資本性
Equity Finance

融資

633兆円

（ストック）

投資

466兆円

（ストック）

寄付

当 社 の
事 業 領 域

応援的
Grant-like

実利的
Pragmatic

２兆円（フロー）
（注）融資と投資は2024年12月のデータ、寄付は2020年のデータ
（出所）日本銀行「貸出・預金動向」、日本ファンドレイジング協会『寄附白書2021』



会費収入 事業収益

補助・助成 事業受託

まちづくり財源開発は「寄付」で広がる
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■まちづくりの資金源

行政に
頼る

自力で
開発する

公民連携で
ともに創る

企業版
ふるさと

納税

CF型
ふるさと

納税

法定外税
/協力金

等

クラウドファンディング＆ふるさと納税は
寄付領域の新しいテクノロジー／制度

クラウド
ファン

ディング
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